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個個個個別別別別財財財財務務務務諸諸諸諸表表表表等等等等    
 
    ((((１１１１ ))))    貸貸貸貸借借借借対対対対照照照照表表表表         
 （単位：百万円） 
 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００５.３.３１) (２００４.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 ８,７４９  ６,７３４  ２,０１４ 
受 取 手 形 ８２０  ７０９  １１０ 
売 掛 金 ３,６２８  ３,９６１  △   ３３２ 
有 価 証 券 ２５０  １００  １４９ 
商 品 ４５０  ５９１  △   １４０ 
製 品 １,００３  ８８７  １１５ 
原 材 料 ２５４  ２１６  ３８ 
仕 掛 品 ５７７  ５４６  ３１ 
貯 蔵 品 ５０５  ５５３  △    ４７ 
未 収 入 金 １,３３８  １,６０３  △   ２６５ 
繰 延 税 金 資 産 ４９４  ３８９  １０５ 
そ の 他 ４６９  ７６２  △   ２９３ 
貸 倒 引 当 金 △    １８  △    ２０  １ 

流 動 資 産 合 計 １８,５２３ 40.8 １７,０３６ 37.5 １,４８６ 

 Ⅱ 固 定 資 産      
  １．有 形 固 定 資 産      

建 物 ３,９３４  ４,４３８  △   ５０４ 
機 械 及 び 装 置 ２７２  ２３８  ３４ 
工 具 器 具 備 品 ６７５  ７１２  △    ３６ 
土 地 ３,９７１  ４,１３６  △   １６４ 
そ の 他 １４８  １５９  △    １１ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ９,００２ 19.8 ９,６８４ 21.3 △   ６８１ 

  ２．無 形 固 定 資 産      
営 業 権 －  １８ △    １８ 
ソ フ ト ウ ェ ア ２９７  ３１０ △    １２ 
そ の 他 ３５  ４１ △     ５ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ３３３ 0.7 ３７０ 0.8 △    ３７ 

  ３．投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券 １,７０７  １,４１５  ２９１ 
関 係 会 社 株 式 １２,７９１  １２,２１３  ５７８ 
関 係 会 社 出 資 金 １,１９６  ８４９  ３４６ 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 ９２８  １,０４９  △   １２０ 
特 定 預 金 －  ７６３  △   ７６３ 
繰 延 税 金 資 産 １,１１２  １,１２２  △    １０ 
再評価に係る繰延税金資産 －  ８５４  △   ８５４ 
差 入 保 証 金 ３６２  ４５３  △    ９０ 
そ の 他 ７２  １３４  △    ６１ 
貸 倒 引 当 金 △   ６３１  △   ５４１  △    ９０ 

投資その他の資産合計 １７,５３９ 38.7 １８,３１５ 40.4 △   ７７６ 

固 定 資 産 合 計 ２６,８７４ 59.2 ２８,３７０ 62.5 △  １,４９５ 

資 産 合 計 ４５,３９８ 100.0 ４５,４０７ 100.0 △     ８ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 (２００５.３.３１) (２００４.３.３１) 増   減 

 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  
 Ⅰ 流 動 負 債      

買 掛 金 １,６０８  １,８９２  △   ２８４ 
短 期 借 入 金 ０  １,０００  
未 払 金 ７９０  ６８７  

△   ９９９ 
１０３ 

未 払 法 人 税 等 ３０３  ２８  ２７４ 

賞 与 引 当 金 ６３７  ５７５  ６１ 
そ の 他 １５４  １６９  △    １５ 

流 動 負 債 合 計 ３,４９４ 7.7 ４,３５４ 9.6 △   ８５９ 
Ⅱ 固 定 負 債      

再評価に係る繰延税金負債 １８７  －  １８７ 
退 職 給 付 引 当 金 １３４  １０８  ２６ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １６４  １５１  １３ 
そ の 他 １７  １６  １ 

固 定 負 債 合 計 ５０４ 1.1 ２７５ 0.6 ２２９ 

負 債 合 計 ３,９９９ 8.8 ４,６２９ 10.2 △   ６３０ 

( 資 本 の 部 )      
 Ⅰ 資 本 金 ９,２７４ 20.4 ９,２７４ 20.4 － 
 Ⅱ 資 本 剰 余 金      

資 本 準 備 金 １０,８００  １０,８００  － 
そ の 他 資 本 剰 余 金 ０  ０  ０ 

資 本 剰 余 金 合 計 １０,８００ 23.8 １０,８００ 23.8 ０ 
 Ⅲ 利 益 剰 余 金      

利 益 準 備 金 ８４７  ８４７  － 
任 意 積 立 金 ２１,０２１  ２１,０３０  △     ８ 

当 期 未 処 分 利 益 １,３６０  ５２８  ８３１ 

利 益 剰 余 金 合 計 ２３,２３０ 51.2 ２２,４０６ 49.3 ８２３ 
 Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △  １,５８２ △ 3.5 △  １,２９５ △  2.8 △   ２８７ 
 Ⅴ その他有価証券評価差額金 ３５５ 0.8 ２６８ 0.6 ８７ 
 Ⅵ 自 己 株 式 △   ６７７ △ 1.5 △   ６７６ △  1.5 △     １ 

資 本 合 計 ４１,３９９ 91.2 ４０,７７７ 89.8 ６２１ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４５,３９８ 100.0 ４５,４０７ 100.0 △     ８ 



（ローランド） 

－   － 35 

    ((((２２２２ ))))    損損損損益益益益計計計計算算算算書書書書 
 （単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 前 期 比 
科      目 (2004.4.1～2005.3.31) (2003.4.1～2004.3.31) 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 
  ％  ％  

 Ⅰ 売     上     高 ３２,５０４ 100.0 ２９,５２６ 100.0 ２,９７８ 
 Ⅱ 売   上   原   価 ２３,７５１ 73.1 ２２,１１１ 74.9 １,６３９ 

売 上 総 利 益 ８,７５２ 26.9 ７,４１４ 25.1 １,３３８ 

 Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７,１６８ 22.1 ６,８８８ 23.3 ２８０ 

営 業 利 益 １,５８４ 4.8 ５２６ 1.8 １,０５８ 

 Ⅳ 営  業  外  収  益 １,０６３ 3.3 ７１８ 2.4 ３４５ 
受 取 利 息 １８８  １４７  ４１ 
受 取 配 当 金 ７４０  ５１６  ２２３ 
為 替 差 益 ６７  －  ６７ 
そ の 他 ６７  ５４  １２ 

 Ⅴ 営  業  外  費  用 １６ 0.0 ２３０ 0.8 △   ２１４ 

支 払 利 息 ６  ８  △     １ 
為 替 差 損 －  ２１４  △   ２１４ 
そ の 他 ９  ８  １ 

経 常 利 益 ２,６３１ 8.1 １,０１３ 3.4 １,６１７ 

 Ⅵ 特   別   利   益 １９７ 0.6 ７３８ 2.5 △   ５４０ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 １  －  １ 
固 定 資 産 売 却 益 ９４  １  ９３ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 １０１  ７３１  △   ６２９ 
関 係 会 社 清 算 益 －  ６  △     ６ 

 Ⅶ 特   別   損   失 ５３８ 1.7 ９０８ 3.0 △   ３６９ 
関係会社貸倒引当金繰入額 ９２  １３２  △    ３９ 
固 定 資 産 除 売 却 損 ２０６  ３３  １７２ 
関 係 会 社 整 理 損 ２２０  ６７  １５２ 
関 係 会 社 株 式 売 却 損 －  ６  △     ６ 
関係会社出資金評価損 １９  ６４０  △   ６２１ 
特 別 退 職 支 援 金 －  ２７  △    ２７ 

税 引 前 当 期 純 利 益 ２,２９０ 7.0 ８４４ 2.9 １,４４６ 

法人税､住民税及び事業税 ３４６ 1.0 ２１ 0.1 ３２５ 
法 人 税 等 調 整 額 １４７ 0.5 １１５ 0.4 ３１ 

当 期 純 利 益 １,７９７ 5.5 ７０８ 2.4 １,０８９ 

前 期 繰 越 利 益 ２６８  ３６  ２３２ 
中 間 配 当 額 ２５１  ２１５  ３５ 
土地再評価差額金取崩額 ４５４  －  ４５４ 

当 期 未 処 分 利 益 １,３６０  ５２８  ８３１ 
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    ((((３３３３ ))))    利利利利益益益益処処処処分分分分案案案案     
 
 （単位：百万円） 

科      目 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 
(2004.4.1～2005.3.31) 

２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 
(2003.4.1～2004.3.31) 

当 期 未 処 分 利 益 １,３６０ ５２８ 
任 意 積 立 金 取 崩 額   
特別償却準備金取崩額 ８ ８ 

計 １,３６９ ５３７ 

これを次のとおり処分いたします。   
利 益 配 当 金 ３７６ ２５１ 
役 員 賞 与 金 ３９ １７ 
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （       ３） （       １） 
任 意 積 立 金   
別 途 積 立 金 ６００ － 

次 期 繰 越 利 益 ３５３ ２６８ 

 
１株当たり配当金の内訳 

 ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 
 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 
  円  銭   円  銭   円  銭   円  銭  円  銭  円  銭 
       
普 通 株 式 ２５ ００ １０ ００ １５ ００ １８ ５０ ８ ５０ １０ ００ 

 （内  訳）       
普 通 配 当 ２５ ００ １０ ００ １５ ００ １８ ５０ ８ ５０ １０ ００ 
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    重重重重要要要要なななな会会会会計計計計方方方方針針針針     
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 関係会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 
 その他有価証券  
 時価のあるもの ・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法 
  （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 
 時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 
 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 商品，製品，原材料及び仕掛品 ・・・ 総平均法による低価法 
 貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法 
 
３．デリバティブの評価基準及び評価方法 ・・・ 時価法 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産 ・・・ 定率法 

ただし、1998 年 4月1日以降取得の建物（建物付属設
備を除く）については定額法。 

  なお、主な耐用年数は以下の通りです。 
  建物       31～50年 
  工具器具備品    2～ 6年 
 (2)無形固定資産 ・・・ 定額法 

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可
能有効期間における見込販売数量に基づく方法、自社利
用のソフトウェアについては社内における利用可能期
間（5年）に基づく定額法。 

 (3)長期前払費用 ・・・ 定額法（主として5年で償却） 
 
５．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金      ・・・  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 (2)賞与引当金      ・・・  従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上し
ています。 

 (3)退職給付引当金    ・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生
していると認められる額を計上しています。 
なお、会計基準変更時差異（324 百万円）は、5 年による按分額
を費用処理しています。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により費用処理しています。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10 年）による定率法により、発生年度
の翌事業年度から費用処理しています。 

 (4)役員退職慰労引当金  ・・・  役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しています。 

 
６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

７．消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
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    注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    
 
（貸 借 対 照 表 関 係） 

（ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 ） 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １１,４０３百万円 １．有形固定資産の減価償却累計額 １１,２９５百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

 担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他   担保に供している
資 産 

工 場 財 団 そ の 他  

  
建 物 

百万円 
６０７ 

百万円 
２４３ 

   
建 物 

百万円 
６５２ 

百万円 
２６３ 

 

 構 築 物 ３ －   構 築 物 ４ －  

 機 械及び装置 １７ －   機 械 及 び 装置 ２２ －  

 土 地 ９５２ ７８５   土 地 ９５２ ７８５  

 計 １,５８１ １,０２８   計 １,６３１ １,０４９  

  

対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他  対 応 す る 債 務 工 場 財 団 そ の 他 

 
輸出手形割引高 

 

百万円 
２１１ 

 

  
輸出手形割引高 
短 期 借 入 金 

百万円 
１３７ 

１,０００ 

計 ２１１  計 １,１３７ 

  

  
３． 授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 ３． 授 権 株 式 数 ５０,０００,０００株 

 発行済株式総数 ２５,５７２,４０４株  発 行 済 株 式 総 数 ２５,５７２,４０４株 

４．自己株式 

   当社の保有する自己株式の数 

普通株式         ４６０,６９６株 

４．自己株式 

   当社の保有する自己株式の数 

普通株式         ４５９,８４４株 

５．関係会社に対する資産及び負債 

流 動 資 産 
受 取 手 形 ７４０百万円 
売  掛  金 ２,４９１百万円 
未 収 入 金 ７５５百万円 
流 動 負 債 
買  掛  金 ６７４百万円 

５．関係会社に対する資産及び負債 

   流 動 資 産 
     受 取 手 形 ５９６百万円 
     売  掛  金 ２,７９４百万円 
     未 収 入 金 ８７７百万円 
   流 動 負 債 
     買  掛  金 ９６０百万円 

６．保  証  債  務 
関係会社の金融機関からの ９８２ 百万円 
     借入金に対する保証等 （ ７  社） 
従業員の金融機関からの借入債務 ５０百万円 

そ     の      他 １５百万円 

６．保  証  債  務 
関係会社の金融機関からの ４１４百万円 
     借入金に対する保証等 （ ５  社） 
従業員の金融機関からの借入債務 ５６百万円 

そ     の      他 ２３百万円 

７．輸 出 手 形 割 引 高           ３７３百万円 ７．輸 出 手 形 割 引 高           ２１９百万円 

 
 



（ローランド） 

－  － 39 

    
（ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 ） 

８．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し
ています。 
 
 
 
土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成
10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に
定める土地課税台帳に登録されている価格に合
理的な調整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と 
再評価後の帳簿価額との差額 △８５６百万円 

８．土地再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日
公布法律第19号)に基づき、事業用土地の再評価
を行っています。これに伴い、再評価に係る税
効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」と
して資産の部に、また、再評価差額から税効果
相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」
として資本の部に計上しています。 
土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 
 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成
10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に
定める土地課税台帳に登録されている価格に合
理的な調整を行い算出しています。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 △６８５百万円 

９．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 
 ３５５百万円 

９．商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 
 ２６８百万円 

    
    
（損 益 計 算 書 関 係） 

（ ２ ０ ０ ５ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ４ 年 ３ 月 期 ） 

１．関係会社との取引高  １．関係会社との取引高  
製 品 売 上 高 １３,２６５百万円 製 品 売 上 高 １０,７１４百万円 
商 品 売 上 高 ９,３０１百万円 商 品 売 上 高 ８,６６６百万円 
商 品 仕 入 高 ９,１０６百万円 商 品 仕 入 高 ９,１２５百万円 
受 取 利 息 １８２百万円 受 取 利 息 １４１百万円 
受 取 配 当 金 ７３４百万円 受 取 配 当 金 ５１４百万円 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
運 搬 保 管 料 ７６６百万円 運 搬 保 管 料 ７５７百万円 
広 告 販 促 費 １,４６５百万円 広 告 販 促 費 １,１４７百万円 
給 与 及 び 賞 与 １,９６２百万円 給 与 及 び 賞 与 １,７５４百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２６６百万円 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２３５百万円 
退 職 給 付 費 用 ２８６百万円 退 職 給 付 費 用 ２９２百万円 
福 利 厚 生 費 ２６４百万円 福 利 厚 生 費 ２３３百万円 
旅 費 交 通 費 １５５百万円 旅 費 交 通 費 １５８百万円 
通 信 費 ９５百万円 通 信 費 ９８百万円 
減 価 償 却 費 ３３１百万円 減 価 償 却 費 ３７９百万円 
賃 借 料 ２０８百万円 賃 借 料 ２２７百万円 
研 究 開 発 費 ２１９百万円 研 究 開 発 費 １９１百万円 
支 払 手 数 料 ２９１百万円 支 払 手 数 料 ５４７百万円 

販売費に属する費用のおおよその割合 ６９％ 販売費に属する費用のおおよその割合 ７１％  
一般管理費に属する費用のおおよその割合 ３１％ 一般管理費に属する費用のおおよその割合 ２９％ 

３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,４６３百万円 ３．研 究 開 発 費 の 総 額 ２,５６７百万円 

４．固定資産売却益の内訳 ４．固定資産売却益の内訳 
建 物 １０百万円 工 具 器 具 備 品 等 １百万円 
工 具 器 具 備 品 等 １７百万円   
土 地 ６３百万円   
営 業 権 ３百万円   

５．固定資産除売却損の内訳 ５．固定資産除売却損の内訳 
建 物 １４９百万円 建 物 １６百万円 
機 械 及 び 装 置 ５百万円 工 具 器 具 備 品 等 １７百万円 
工 具 器 具 備 品 等 １８百万円   
土 地 ３２百万円   
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（リ ー ス 取 引 関 係） 
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 

    

    
（ 有 価 証 券 関 係 ） 
 
 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 (単位:百万円)  
２００５年３月期 
（2005年3月31日） 

２００４年３月期 
（2004年3月31日） 

種 類 貸借対照表 
計上額 時価 差額 

貸借対照表 
計上額 時価 差額 

子会社株式 ４,５９６ １４,２３４ ９,６３８ ３,３４１ １３,６４３ １０,３０１ 
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(税 効 果 会 計 関 係) 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    
 （２００５年３月期）  （２００４年３月期） 
繰延税金資産    
たな卸資産評価減 ７百万円  １百万円 
減価償却否認額 ８４百万円  ８９百万円 
関係会社株式評価差額 ５２４百万円  ５２４百万円 
関係会社出資金評価差額 ２６２百万円  ２５４百万円 
有価証券評価差額 ２１９百万円  ２１９百万円 
貸倒引当金否認額 １６３百万円  １５１百万円 
未払費用否認額 ２８百万円  ２５百万円 
賞与引当金否認額 ２５３百万円  ２２８百万円 
退職給付引当金否認額 ５６百万円  ４３百万円 
役員退職慰労引当金否認額 ６７百万円  ５９百万円 
繰越外国税額控除 １２９百万円  １３０百万円 
その他 １０８百万円  ３１百万円 

繰延税金資産合計 １,９０６百万円  １,７５９百万円 
繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △  ４５百万円  △  ５１百万円 
その他有価証券評価差額金 △ ２３４百万円  △ １７６百万円 
その他 △  １８百万円  △  １９百万円 

繰延税金負債合計 △ ２９９百万円  △ ２４７百万円 
繰延税金資産の純額 １,６０７百万円  １,５１２百万円 

 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 （２００５年３月期）  （２００４年３月期） 
法定実効税率 ３９.８％  ４１.１％ 
    
（調 整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 ０.５％  １.１％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  ８.３％  △ １１.３％ 
法人住民税均等割 ０.９％  ２.５％ 
外国税額控除 △  ６.３％  △ １６.７％ 
試験研究費等特別税額控除 △  ４.５％  △  ２.６％ 
過年度法人税等 －％  △  ５.０％ 
税率変更による影響 －％  ６.４％ 
その他 △  ０.６％  ０.６％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２１.５％  １６.１％ 
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（１株当たり情報） 

  ２００５年３月期 
（2004.4.1～2005.3.31） 

２００４年３月期 
（2003.4.1～2004.3.31） 

1株当たり純資産額 １,６４７円０６銭 １,６２３円１１銭 

1株当たり当期純利益 ７０円０３銭 ２７円２６銭 

（注） 1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していません。 
  2．1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  ２００５年３月期 
（2004.4.1～2005.3.31） 

２００４年３月期 
（2003.4.1～2004.3.31） 

当期純利益（百万円） １,７９７ ７０８ 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ３９ １７ 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ３９ １７ 

普通株式に係る当期純利益（百万円） １,７５８ ６９０ 

普通株式の期中平均株式数（千株） ２５,１１２ ２５,３３２ 
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７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動７．役員の異動（2005 年 6 月 24 日予定） 
 
１．代表者の異動 

該当事項はありません。 
 
２．その他の役員の異動 

（１）昇格 
専務取締役    西澤 一朗 （現 常務取締役、総務･人事部門担当 兼 業務部門担当 兼 社長室長） 

（２）就任予定 
取 締 役    柳瀬 和也 （現 執行役員 兼 ＣＫ担当 兼 ピアノ開発部長） 
取 締 役    小川  隆 （現 執行役員 兼 生産担当 兼 プロダクション部長 兼 プロダクション 

     システム部長） 
取 締 役    冨岡 昌弘 （現 ローランド ディー.ジー.株式会社取締役社長） 

（３）退任予定 
代表取締役専務  新田  寛 （顧問に就任）  
専務取締役    菊本 忠男 （顧問に就任）  

 
３．執行役員の異動 

（１）就任予定 
山端 利郎   （現  技術研究所 所長） 
中村 健也   （現  財務部長） 
木下 裕史   （現  人事部長） 

（２）退任予定 
本村 定則   （現  楽蘭電子楽器（蘇州）有限公司総経理 兼 楽蘭電子（蘇州）有限公司副董事長 兼  

楽蘭上海貿易有限公司董事長。  現職務は継続） 
 
 

以  上 


